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【諮問事項】
（１）新庁舎建設基本計画（案）に関すること。
（２）支所庁舎のあり方及び支所に必要な機能に関すること。
（３）その他新庁舎施設整備等に関し、市長が特に必要と認
める事　項に関すること。
（諮問理由の概要）
・本市の４つの庁舎は、老朽化が顕著となっており、また、
各庁舎とも狭隘なため、分庁方式を取らざるを得ず、行
政サービスの分散化などによる市民サービスの低下、バ
リアフリーや防災対策、情報化などへの対応など、現在
の庁舎は多くの問題を抱えていること。

・嘉麻市行政改革審議会においても、嘉麻市の将来におけ
る危機的な財政状況を危惧する意見が示され、財政状況
の改善を図る１つの手法である、分庁方式の解消、行政組織の効率化、職員の削減等を実現
するためにも、庁舎問題の解決が必要不可欠であると指摘されていること。

　
　嘉麻市新庁舎施設整備等審議会（以下「審議会」といいます。）は、新庁舎の施設整備、支所の
あり方及び支所に必要な機能等を調査審議するために、地方自治法第１３８条の４第３項の規定
に基づき設置された審議会です。
　審議会は、学識経験者、公共的団体等が推薦する者及び市民からの公募による者の１２人で構
成されています。
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区　分 氏　名 団体名 備　考

学 識 経 験 者井 原　 徹 近 畿 大 学
産業理工学部 会　長

公 共 的 団 体
等 推 薦 者

村 上 曙 生 山 田 地 区
行 政 区 長 会

大 山 征 男 稲 築 地 区
行 政 区 長 会

坂 田　 勲 碓 井 地 区
行 政 区 長 会 副会長

田 中　 穆 嘉 穂 地 区
行 政 区 長 会

芹 野 彌 生 嘉麻市社会福祉協 議 会

記事に関する問合せ先
　庁舎・交通体系対策室…☎ 62‐５６７７

▲ 諮問の様子

（審議会委員構成）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（区分別・順不同・敬称略）
区　分 氏　名 団体名 備　考

公 共 的 団 体
等 推 薦 者

松 岡 光 昭 嘉麻商工会議所

野 見 山 利 三 嘉麻市商工会

有 吉 直 子 かま男女共同参画
推進ネットワーク

野 上 真 吾 嘉麻市ＰＴＡ連 合 会

公 募 者
藤 井 幹 裕 公 募 委 員

廣 瀬 公 彦 公 募 委 員

【第１回審議会の概要】
●　開催日時／ 8月 21日㈮ 19 時～
●　主な協議内容
　　審議会委員に対する委嘱書の交付や委員及び事務局職員の紹介、当該審議会の位置づけに関す
　る説明を行った後、会長及び副会長の選任が行われました。
　　また、市長から井原会長へ諮問が行われた後、審議会の今後の協議内容及びスケジュールやそ
　の他の資料などの説明が行われました。

【諮問】
　正副会長の選任後、審議会に対し、市長が諮問を行いました。

▲ 諮問の様子
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≪傍聴に関する注意事項≫
　嘉麻市新庁舎施設整備等審議会の会議は、傍聴することができます。
　傍聴に関する事項は、次の記載のとおりです。

　傍聴定員／５人
　傍聴手続き
　（１）傍聴希望者は、開催予定時刻３０分前までに会場で受付を行い、
　　氏名と住所のご記入をお願いします。
　（２）受付開始時間は、審議会開催日の１８時からです。
　（３）定員を超える場合は抽選により傍聴人を決定します。

・新庁舎建設に対する有利な財源である合併特例債を活用できる期限での早急なる対応が求め
られるところであり、その状況を踏まえ、支所のあり方等を含む、新庁舎建設に係る基本計
画を策定し、庁舎に関する方向性を定めること。

・この新庁舎建設の取り組みは、本市の将来のまちづくりの方向性を定める重要な事業の１つ
であると考えており、市民の皆さんの関心も大変高い事業でもあり、更なる市民の皆さんの
安心・安全の確保、新庁舎に求められる機能など、広く市民に利用され、親しまれる庁舎整
備について、大所高所からの調査審議し、本市をめぐる多岐にわたる課題を解決すること。

【審議会の今後のスケジュールについて】
以下の日程により審議会を開催していくことで確認されました。

※　このスケジュールは、今後の審議状況等により変更されることがあります。

【その他資料等について】
　平成２７年１月に実施したアンケート調査の結果や市民説明会において配布した資料、これま
で広報嘉麻に掲載した庁舎課題に関する特集記事等に関する資料について説明しました。
　●　提出資料　
　　　・資料１　庁舎課題に関する事務フロー
　　　・資料２　審議会条例、規則
　　　・資料３　審議会の協議内容の主なもの
　　　・資料４　審議会のスケジュール
　　　・資料５　庁舎に関するアンケート結果（平成 27年 1月アンケート実施）
　　　・資料６　市民説明会配布・説明資料　（平成 27年 5月実施）
　　　・資料７　広報嘉麻の庁舎関連特集抜粋（平成 27年 2月～ 8月号）
　　　・資料８　庁舎の現状とその対応に関する考え方（平成 27年 7月作成）

※　これらの提出した資料については、ホームページや各庁舎の情報コーナー　
　で閲覧ができます。

項目
平成 27年 平成 28年

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

会議日程 第 1回
（8/21）

第 2回
（9/18）

第 3回
（10/16）

第 4回
（11/20）

第 5回
（1/15）

第 6回
（2/19）

市議会 ・報告 ・報告
・報告
・関連予算提出
・関連条例提出

▲ 第１回審議会資料
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　９月８日に開催された、第３回新庁舎に関する調査特別委員会において、庁舎課題に関する重
要な視点別の施策の方向性として、地域活性化に関する考え方を示した、庁舎課題に関する基本
計画（骨子案）が資料として提出されました。なお、この内容は、嘉麻市新庁舎施設整備等審議
会において議論されます。

【地域活性化の基本的な考え方】
従来の庁舎あった地域が有機的に連携し、嘉麻市の主要な４つの地域として活性化され、発
展することが重要であるとの考えに基づき…。

【庁舎資産の利活用の方向性として（全体像）】
●　山田地区、碓井地区、嘉穂地区に支所を設置する。
●　支所の規模は諸証明の発行や簡易な申請及び相談、また、地域振興やコミュニティ拠点
として、職員１０人程度の職員が勤務できる執務室、期日前投票や各公共的団体が使用でき
る会議室、防災資機材を置くことができるスペースを持つ施設をイメージとする。
●　現状において、各庁舎位置から遠方にある地域においては、郵便局等での住民票等の交
付の実現性について検討する。
●　住民の利便性を図るため、市バス等の循環バスの運行を検討する。
●　各庁舎の利活用計画・実施については庁内に専門の部署（係）を設置し具現化を図る。

庁舎資産利活用イメージ（全体像）
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《　碓　井　庁　舎　》
●庁舎として（１階、２階の一部、３階の
一部）

・平成３２～３８年度　教育委員会を配置
（教育センターを含む）
・支所の設置
・その他、既設システムのサーバー室、情
報のバックアップセンター、公文書館等
●公民館として（２階の一部、住民センター）
・碓井地区公民館及び一部を観光まちづく
り団体等への貸出
●公共施設として（碓井庁舎前面駐車場ゾーン）
・民間譲渡区画として、分譲宅地、商業施
設、工業団地等としての活用として一定
期間の公募を行い、民間活力の導入を図
る。（PFI、PPPも検討）

・公募による民間活力公募がなかった場合
は、碓井庁舎前面の芝生化、遊具設置等
（道の駅を訪れる家族層の遊び場所、憩
いの場として）等を行い、道の駅を中心
とし、商業集積地としての利活用を検討
する。

《　稲　築　庁　舎　》
●庁舎として
・合併特例債が活用できる期限のうちに除
却するのが最善と思われるため、これを
前提として方向性を定める。なお、個別
具体的な稲築庁舎資産関係の活用検討
は、新庁舎の基本計画と一体性があるた
め、別途検討する。

【庁舎資産の利活用の方向性（各庁舎利活用イメージ）】
　下記の内容については、庁舎課題と関連する地域活性化の一つの戦略位置として、既存の庁舎
場所の利活用を想定し、新庁舎施設整備等審議会等での意見をいただきながら、検討していくも
のとします。なお、これらの地域活性化策は、市の総合計画等において、今後のまちづくりの拠
点として市の全体ビジョンに位置づけ、専門的な部署を配置したうえで具体的な対応を図ってい
く予定です。
※　これらの提出した資料は、ホームページや各庁舎の情報コーナーで閲覧ができます。

《　嘉　穂　庁　舎　》
●庁舎として
・既存庁舎は合併特例債の活用期限内に除
却する。

・既存庁舎の敷地の一部に支所を設置
●民間活用として
・民間譲渡区画として、分譲宅地、商業施
設、工場団地等としての活用として一定
期間の公募行い、民間活力の導入を図る。
（PFI、PPPも検討）
・公募による民間活力公募がなかった場合
は、上記関連施設を除き、分譲宅地とし、
定住化を図る。

※　隣接する旧大隈小学校の校舎敷地との
一体的な整備計画を検討する。

《　山　田　庁　舎　》
●庁舎として
・既存庁舎は合併特例債の活用期限内に除却
する。

・支所は、市バスのバス停の利便性等を考慮
し、山田生涯学習館周辺部に設置する。
●関連施設として
・民間事業となる CATV 関係施設は、残存
するため、区画整理が必要となる。

・山田庁舎奥に従来住居があるため、敷地内
の一部を道路認定する等の区画整理が必要
となる。
●民間活用施設として
・民間譲渡区画として、分譲宅地、商業施設、
工場団地等としての活用として一定期間の
公募行い、民間活力の導入を図る。（PFI、
PPPも検討）

・公募による民間活力公募がなかった場合は、
上記関連施設を除き、分譲宅地とし、定住
化を図る。


